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県産材認証の現状と課題
―認証制度に関するアンケート調査の結果より―
窪江優美*・前川洋平**・関岡東生**・宮林茂幸**
（平成 25 年 5 月 23 日受付/平成 25 年 9 月 10 日受理）
要約：2012 年，各都道府県において進められている都道府県産材認証制度は，都道府県毎に多様に定義さ
れるが，総じて，産地・品質・合法性・安全性を一定の水準で保証し，付加価値をもつブランド材とするこ
とを目的とする傾向にある。しかし，これら都道府県産材が実際に利用に供されているか否か，あるいはそ
の程度については明らかにはされていない。そこで本研究は，県産材認証制度の現状把握を目的として，都
道府県担当部署および認証団体を対象とするアンケート調査を行った。その結果，認証制度の有無・活用・
効果等を整理することができ，導入状況や内容に都道府県による差異が少なからずあることが明らかとなっ
た。また，県産材の利用意識に関する現状把握ができた。各都道府県とも県産材認証制度の公開と認識は進
んでいるが，県産材の利用推進となると各都道府県内を中心として行われ，その外に向けた利用推進は，積
極的に推進している都道府県とあまり積極的でない都道府県とに二極化する現状が明らかになった。
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1．　はじめに
　わが国では，森林に対する期待が，環境問題に対する関
心・意識の高まりなどにより多様化している。他方で，植
林されたおよそ 1000 万 ha の人工林は，70 年生を越すも
のがあるなど，人工林を中心に森林資源が成熟している。
しかしながら，森林の適切な管理・経営の進捗は芳しくな
い状況である1）。
　このような現状を改善するため，木材の安定供給を図る
ための施策として，林野庁からは 2006 年に「新生産シス
テム」が示された2）。さらに，農林水産省からは 2009 年
に「森林・林業再生プラン」が作成・公表され，2020 年
までに木材自給率を 50% とすることが目標として掲げら
れた3）。これらの取り組みは一定の成果をあげつつ，木材
自給率の回復傾向に結びついている。
　これらを背景として本研究においては，各都道府県が独
自に有する「都道府県産材認証制度」（以下，県産材認証
制度）に着目し，本制度の整備の現状について全国的な把
握を試みた。
　既往の研究について概観すると，県産材の需給およびそ
れらを認証する制度の実態については，全国を網羅する資
料・研究成果等は乏しく，特定の都道府県を事例とする県
産材利用に着目する，全国林業改良普及協会4）や高橋伸幸5）
らのものが散見されるのみである。一方，地域材のブラン
ド化については松隈久昭6）が，ブランド材の地域戦略等を
黒瀧秀久7）が論及している。また，県産材以外の呼称で呼
ばれる材の位置づけや利用については，ウッドマイルズ研
究会8）や山内一矢ら9）が発表している。さらに，県産材の
供給について尾谷寅雄10）は経営者視点から論じている他，
木材の高付加価値化に関する制度的取組みについては，藤
原敬11，12）が検討を加えている。この様に全国を俯瞰する研
究については不十分な現状にある。
　このような中で，各都道府県における制度整備と運用の
実態について検討することは，木材需要や木材自給率の高
まりにとって一助けになると考えられる。
　具体的には，全国の県産材認証制度の現状についてアン
ケート調査により把握・整理し，県産材に関する意向を明
らかにすることから，今後の課題を考察するものである。
2．　調査の対象と手法
　県産材認証制度の現状を把握するために，全国 47 都道
府県および 34 認証団体を対象とするアンケート調査を実
施した13）。
　なお，本研究における，認証団体とは，行政機関が県産
材認証制度について委託または協同して取組む県産材推進
協議会・県産材認証センター等の名称を持つ機関をさすこ
ととする14）。
　都道府県のみならず，認証団体を調査対象に含めた理由
は，行政機関との県産材認証制度および県産材利用に関し
ての考え方に差異が予想されたためである。
　47 都道府県（48 部署）および 34 認証団体の計 82 件に
対して，郵送による質問紙法の調査およびインターネット
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調査を実施した。
　質問紙法による調査票の送付日は 2012 年 7 月 5 日であ
り，回答期限を 7 月 27 日とし，回収数は 65 件（83％（行
政機関：87.5％，認証団体：76.6％））となった。なお，得
られた結果の中で，都道府県と認証団体が回答を協議し，
内容を一つに再整理したものが 4 県（宮城県・山形県・山
口県・鹿児島県）あり，これらについては，1 件の回答と
して扱い，県からの回答と見なした15）。
　また，インターネットを利用した認証団体を対象とする
調査については，34 団体中 23 団体からの回答を得た。
3．　県産材認証制度の概要
　既述の調査結果より，各都道府県にみられた要綱・要領・
条例，各制度にみられる目的・対象・効果について分析し，
県産材認証制度の現状把握を行いたい。アンケート調査結
果およびインターネットを利用した調査，そして各都道府
県の県産材認証制度に関する要綱・要領・条例の内容を項
目ごとに整理した16）。
　⑴　県産材認証制度の有無等
　表 1 は，アンケート調査による結果および各都道府県の
制度要領等に加え，ホームページへの記載内容から ① 県
産材認証制度の有無，② 制度概要を記載の要綱・要領・
条例の有無，③ 県産材の名称定義の有無，④ 認証団体の
有無，⑤ 施行日の 5 項目に分類し，整理を行った結果で
ある。
　今回の調査結果から明らかになった内容に沿って，整理
すると次のようになる。
　一つには，県産材認証制度の導入時期は，1993 年から
2012 年まで幅があり，福島県および長野県によって 1993
年に開始された。その後，各都道府県においても徐々に取
組まれ，2012 年 7 月現在では 39 都道府県が策定・施行し
ていることが明らかとなった。また，制度未制定の 8 県の
うち，2 県（茨城県・宮崎県）については制度を策定予定
とする回答が得られている。
　また，制度に応じた要綱等については，制度を有するす
べての都道府県に存在していた。
　二つには，各都道府県が，認証材を県産材あるいは地域
材かを明確に定義しているか否かについて整理した。県産
材の定義を明確に記載している場合には，それに準じ分類
し，記載がない場合には文章中に「地域から生産される」
等の表現が確認された場合を地域材として分類を行った。
その結果，未策定を含む 41 府県が県産材，8 県が地域材
としていることが明らかになった。
　三つには，認証団体の有無については，制度を有する
39 県のうち 34 県に存在していることがわかった。
　⑵　県産材認証制度の目的および対象認証範囲
　ここでは，県産材認証制度の目的および対象認証範囲に
ついてまとめたい。
　各都道府県の制度の目的および対象となる範囲について
要綱等およびホームページによって，内容を確認した。
　まず，制度の目的については，各都道府県において，大
きな差異はみられなかった。しかしながら，その目的を，
以下のように大きく 3 つに整理した17）。
　①　地域の森林・林業の再生および公益的な機能の再生
を目指し，地産地消を行うこと。
　②　持続可能な森林経営・管理ができる社会形成を目指
すこと。
　③　木材自給率および木材価値の向上するに資すること。
表 1　47 都道府県の県産材認証制度等の有無
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　次に，表 2 は県産材認証制度の対象範囲をまとめたもの
である。大半の都道府県が原木および木材製品（製材，集
成材，合板等）を認証の対象としていること，さらには，
建材やプレカット加工など，住宅建材の加工段階も認証の
対象としていることを把握することができた。また，西日
本の一部の府県では，設計や施工も認証の対象となってい
ることが明らかとなった。
　これらのことから，県産材認証制度が対象とする事業者
は，素材生産から加工および施工の広範囲に及び，都道府
県により少なからず幅があり，また多段階にわたる認証制
度となっていることが明らかとなった。なお，県産材の範
囲については，次の 3 通りに整理した18）。
　①　その土地において，樹木が生育し，原木生産された
もの→県内産原木（31 県）
　②　その土地において，樹木が生育し，原木生産され，
製材・加工されたもの→県内産原木を加工した製品
（39 県）
　③　事業体や製材工場を認証し，認証事業体や認証製材
工場が製材・加工したもの→認証事業体で加工され
た製品（37 県）
　これら 3 つのうち，制度の対象として最も多かったのは，
② のその土地において，樹木が生育し，原木生産され，
製材・加工されたものであった。
　また，複数の制度を有する県においては，複数の制度に
よって制度の目的を満足するものであることも併せて確認
された。
　また，この複数の制度の内容には，品質保証や，生産・
流通過程の管理，事業者や工場等の認証といった内容が盛
り込まれており，それぞれの制度の機能・効果を高めるた
めに区別がなされている。
　⑶　県産材認証制度の利用要件および効果
　表 3 は，認証制度の利用要件および期待される効果につ
いてまとめたものである。これは，制度利用者である事業
者などにとっての立場からみたものである。
　ここでは，利用要件および期待される効果を制度利用者
の属性ごとに分類した。具体的には，素材生産者，製材業
者，大工・工務店である 19）。つまり，立場ごとの段階を
原木生産段階・加工段階・施工段階の 3 通りに分類するこ
とができ，さらに，各過程毎に，認証制度を利用するため
に最も必要とする条件は何かを得るためである。
　制度利用の要件として，① 産地保証（生産地の保証をす
るため証明書や納品書等の添付），② 合法性証明（法的に
認可されたものか証明書や納品書等の添付），③ 品質保証
（寸法・乾燥・強度・曲がり等の定められた基準を満たし，
証明書の添付），④ 業者登録（県産材を扱える業者である
ことの登録を必要書類によって申請）を想定した（表 3）。
　まず，素材生産者においては，① 産地保証を要件に置
いており，土地への帰属効果を期待していると考えられる。
次に，製材業者においては，② 合法性証明，③ 品質保証，
④ 業者登録等を要件に置いており，加工および製品への
効果を期待していると考えられる。また，大工・工務店に
おいては，製材業者と同様の要件に重点を置いている。こ
れは，木材のラベリング等による県産材利用拡大と消費拡
大を期待しているとも考えられる。
　これらのことから，各属性毎の利用要件は，重点を置く
要件は異なってはいるが，それぞれが期待する効果を得る
ための制度要綱が整備されており，いずれの属性において
も制度要綱に定められた基準を満たすことが可能なものと
なっている。また，④ 業者登録は 37 都道府県と最も多く
設定されている利用要件である。
表 2　県産材認証制度の対象範囲
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　次に，期待される効果については，前述の制度利用者の
属性毎にみることとする。
　まず，素材生産者は，県産材の名称で素材を販売するこ
とが可能となり，原木等の商品への信頼性が高まることが
期待できる。
　次に，製材業者は，認証業者として販売する木材に，合
法性の証明および品質保証が付加され，なおかつ，ラベリ
ングも可能となることから，材料の信頼性につながること
が期待される。
　また，大工・工務店においては，県産材を利用および販売
する隙に，ラベリングされた信頼性のある材を使うことで，
大工・工務店自体の信頼性の向上につながることが期待され
る。さらに，行政機関による県産材利用拡大のための住宅関
連事業や県産材使用による補助・助成金制度など他の事業や
制度との連携が可能となることが期待されている。
　これらのことから，期待される効果は結果的に，県産材
としての付加価値が得られること，さらに木材流通におい
ての選択肢を広範囲にし，県産材利用拡大を戦略的に進め
ようとしていることを挙げられ，また，制度利用者および
最終消費者の両者に向けて，品質保証や合法性証明などの
効果があると考えられる。
表 3　県産材認証制度の利用要件および期待される効果
表 4　県内利用する木材は県産材で賄えるか4．　意識調査の結果
　これまでの県産材認証制度の現状の整理から，県産材認
証制度の運用のあり方について，また，県産材に関する意
識の現状と県産材の今後のあり方について，アンケート調
査の結果から分析する。
　⑴　今後の県産材利用について
　表 4 は，今後の県産材利用について県内利用する木材は，
すべて県産材で賄えるのかについて問うた結果である。
　この設問は各都道府県の森林資源量および木材需給量等
は考慮していないため，回答者の意識によるものとなって
いる。
　回答結果として，「県内利用する木材は県産材で賄える」
が 10～20%，「賄えない」が 70～80% となり，県産材だけ
では賄えないという回答が多く得られた。このことから，
自県内の木材は，県産材以外の他県材や外材による供給も
意識していることが考えられる。
　次に，「賄える」と回答した各県について着目し，なぜ，
このような回答に至ったのかを考えたい。
　表 5 は，「賄える」と回答した各県の森林率および素材
需要を示したものである。各県とも森林率が 6 割を越えて
いること，また，自県材率が 5 割を越えていることが明ら
かになった。これらの県は，他県材や外材に頼ることなく，
自県内において全ての木材供給が可能と考えている。
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　⑵　自県材以外に意識している木材
　次に，表 4 において「賄えない」と回答した都道府県に着
目したい。また，図 1 は，表 4 で「賄えない」と回答の場合，
県産材で賄えない分を何材で補うかを聞いたものである。
　回答結果として，行政機関は「他の都道府県の県産材」
の回答が多く（26％），「その他」の回答では，自県材およ
び他県材を使い分けていくが半数以上を占めていた。また，
認証団体は，「他の都道府県の県産材」（24％）および「外材」
（24％）の回答が多く，「具体的にはわからない」（18％）で
あった。「その他」の自由記述の回答では，消費者等の木材
ニーズに合わせて使用していくというものが多かった。
　このことから，自県産材で賄えない場合，行政機関は自
県産材および他県産材を利用したいという，国産材利用の
意識が高く，認証団体は，他県材および外材の利用をして
いくという，ニーズに合わせた利用に関する意識が高く
なっているといえよう。
　⑶　自県産材の推進にどれほどの意欲があるか
　次に，図 2 では，自県産材の推進にどれほど意欲がある
かに着目し，他県に対する自県材普及の意向を問うたもの
である。
　行政機関では「積極的に推進したい」（38％）および「推
進したい」（26％）という回答が多いことが明らかになった。
次に，認証団体は「推進したい」（30％）および「どちら
ともいえない」（37％）という回答が多いことが明らかに
なった。
表 5　県内需要を県産材で賄えると回答した各県の
森林率および素材供給（2010 年度）
図 1　県産材以外の何材で補うか（単数回答）
図 2　他県に対して，自県の県産材を推進したいか
（単数回答）
図 3　他県へ自県材を推進するための必要な手段
（単数回答）
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　⑷　広域的な推進に取組みたいか
　次に，図 3 では，広域的な市場形成および制度設立・協
定の締結に関する意向について，他県へ自県産材を推進す
るために必要な手段について問うている。
　これは，現段階での県産材の広域的な利用はあまりされ
ていないこと，また，先行研究においても，地産地消での
利用についてのものが多かったことから，広域的な手段に
ついて意識しているかを調査するためである。
　回答結果は，設定した選択肢への回答は少なく，「その他」
への回答が目立った。この結果から，広域的な市場形成や
制度・協定には積極的ではないことが明らかとなった。そ
こで，実際にどのような考えであるかを，「その他」で得
られた回答内容を整理し，分析したい。
　表 6 は，図 3 の「その他」の回答を整理したものである。
この内容は，大きく次の 6 つに分類することができる。
① 否定的なもの，② 自県産材の需要拡大，③ 県外への自
県産材の利用拡大推進，④ 課題を優先，⑤ その他，⑥ 無
回答である。
　行政機関においては，② 自県産材の需要拡大が最も多く
（10 件），また，③ 県外への自県産材推進拡大の回答も得
られた（6 件）。他方，認証団体においては，① 否定的な
ものが多く（4 件），次いで行政機関と同じく ② 自県産材
の需要拡大（3 件）および ③ 県外への自県産材推進（3 件）
となった。
　この回答の中で推進手段について言及した回答は，1 件
のみであり，両団体とも推進手段の意識は極めて薄いもの
となっている。
5．　考　　　察
　これまでの調査・分析結果から，県産材利用の現状およ
び今後の課題について考察していく。
　まず，第一に，全国における県産材認証制度の現状につ
いて考察したい。
　現状では，わが国における県産材の認証要件である認証
範囲は，育林生産過程にまで遡るもの，製材過程に留まる
ものなど，素材生産から施工段階の広範囲に及んでいる。
また，それらは ① その土地において，樹木が生育し，原
木生産されたもの，② その土地において，樹木が生育し，
原木生産され，製材・加工されたもの，③ 事業体や製材
工場を認証し，認証事業体や認証製材工場が製材・加工し
たものの 3 つに整理したが，一般に「その土地において，
樹木が生育し，原木生産・製材・加工されたもの」という
三つの対象範囲の全てを網羅するものが大勢を占めること
が明らかになった。そして，その目的は，持続可能な林業
の構築，地域社会の活性化，循環型社会の形成等々，県産
材の利用拡大とそれによる林業の振興および健全な森林整
備に置かれていることも併せて確認した。また，総じて産
地形成，品質保証，合法性の証明，製品の安全性等に関し
て都道府県などの公的機関が認証するという手法をとって
いることが明らかになった。
　県産材認証制度は多段階にわたる制度であり，また，期
待される効果は，木材利用に対する価値が立木・原木・製
品・施工の各段階で向上することが特徴であり，それぞれ
の段階において，県産材利用の意欲が高まることを期待す
る制度といえる。
　こうしたことから，制度利用者は，木材利用の向上と木
材販売における売り上げの促進を狙いとして制度を利用し
ていることから，県産材認証制度は，木材の販売戦略の一
つとなっているといえる。一方で，用語の意味や区別は，
はっきりしておらず，多様な名称があることも明らかと
なっているが，今後整理する必要があろう。
　次に，県産材に関する意識調査については，考え方，意
識の持ち方に差異がみられた。しかし，今後の自県内にお
ける木材利用について，県産材だけでは賄えないと意識し
表 6　図 3 のその他の回答内容
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ていること，一方で，自県内における自県産材の利用拡大
推進を優先としているものが，県外への自県産材の利用推
進も行いたいという意識があることが明らかとなった。し
かし，その広域的な推進手段については考えていないこと
が明らかとなり，この推進手段については，木材需給量や
ロット，コスト面において優位性が無いなどの理由で，考
えていない，もしくは意識していないことが考えられる。
この点に関する詳細は今後の研究課題としたい。
　第三に，県産材利用の課題についてである。県産材利用
の課題として，まず，何処の都道府県においても森林資源
の成熟する現状から，県産材の需要拡大を図る必要がある
としている。そのために県産材認証制度の確立を行い，県
産材流通に活かすことが必要ということから県産材認証制
度を導入してきた。しかし，制度的認識が極めて脆弱であ
ることや，制度利用の内容あるいは制度の中身が都道府県
によって多様であることから，現状では木材利用，ひいて
は県産材利用の拡大に向けて，より強いインセンティブに
なり得ていない。
6．　おわりに
　本稿では，県産材認証制度の現状と課題を明らかにして
きた。しかしながら，県産材利用については課題が多く，
特に流通面に多くの課題を残している。具体的には，県産
材の PR に着目し，調査を行い現状把握すること，また，
PR の手段について検討していくことも今後の課題の一つ
としてあげられる。また，今回は，県産材認証制度の現状
と整理をするために意識調査を行ったが，実態調査を踏ま
えた，実証的な研究を進める必要がある。さらに，他県の
県産材認証制度や他の認証制度との関連性や連携を行って
いるかなどの現状把握も行うこと，用語の意味や認証材の
名称が多様であることが，将来において木材流通にどのよ
うな影響をもたらしているかを検証することも必要であろ
う。
　これらを踏まえた上で，今後は，さらなる県産材認証材
の制度，流通に関する実証的な研究を加え，全国的な県産
材認証制度の方向や広域的な流通連携を深め，県産材ひい
ては国産材の利用拡大のあり方に関する研究を深めていき
たい。
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Summary：Whilst the certification systems of in-prefecture-produced timber in Japan are set out by 
each prefecture and defined individually and vary, on the whole they all tend to aim at ensuring a certain 
level of origin, quality, legitimacy and safety in addition to making their timber brand names with added 
value． However, whether the in-prefecture-produced timber is actually used, and if it is, how much is 
used is not disclosed． A survey of prefectural governments and certifying bodies was conducted in 
order to gain a better grasp of the actual state of the certification systems of in-prefecture-produced 
timber． The result gave us a clear picture concerning the existence/non-existence of a certification 
system, its use and its effect etc． Also an awareness survey gave us a clear understanding of how much 
in-prefecture-produced timber is actually used． Although the result showed that every prefecture 
already has an established certification system, the use of in-prefecture-produced timber is promoted 
mostly within the prefecture and those prefectures which are keen to promote their local timber within 
the prefecture also consider it important to promote their timber outside of the prefecture． In the 
future, enhancing certification systems, establishing distribution channels and strengthening publicity will 
be required and it will be necessary to carry out a more detailed survey of the certification systems 
across Japan
Key words：in-Prefecture-produced timber, certification systems of in-prefecture-produced timber, wood 
distribution
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